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養護学校進路指導の新たな展開†

内海 淳一

秋田大学教育文化学部

本稿の目的は,新たな進路指導への転換を促すための文献的検討により,養護学校進路

指導の実践転換の方向と実践構造を明らかにすることである.

養護学校進路指導は歴史的に転換期にあるが,新たな進路指導が構想 ｡試行 ｡蓄積され

てきた.それは,進路学習 ･個別移行支援計画 ･ネットワークなどのキーワードに象徴さ

れる実践である.このような実践転換の背景は,実践的基盤の変化であり,転換を促した

要因は進路学習などの新たな進路指導の実践的探求である.

キーワード:養護学校,進路指導,転換期

1,問題の所在

養護学校進路指導1)は,その歴史的展開を仮説的

に示せば,表 1のような展開をしてきた.このよう

な整理は,実践的展開の現在の位置と今後の方向を

確認するために必要な作業である.

｢形成期｣は,｢実習的活動中心｣という実践的
特徴が形成された時期である2).この特徴はその後

の展開期に引き継がれることとなる.校外実習は当

初学校内に実習的活動の条件がないために始められ

た.学校工場方式に代表される校内での実習的活動

が組織されるようになると,校外実習は就職 トライ

アルの機会として位置づくようになった.

｢展開期Ⅰ｣は,障害児の教育機会が拡大するな
かで,徐々に養護学校が実践的に大きな位置を占め

るようになった.進路指導という用語が一般的とな

り,実習も職場実習と表現されるようになった.形

成期の学校工場方式に代表される極端な職業教育は,

適応主義教育と批判され,校内の実習的活動は作業

学習として位置づくようになった.

｢展開期Ⅲ｣は,高等部が整備されるのにともな
い多様な生徒が入学するようになった.福祉的な環

境も整備されるなかで福祉進路率が増加し,就職率
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は低下していった.このような状況から,｢高等部

における職業教育の充実｣が政策的に課題化され,

職業学科の設置等も進められた.作業学習 ･現場実

習などの実習的活動を中心とする高等部教育が注目

されたが,青年期論からの批判も展開された.

｢転換期｣は,進路の自己選択 ･決定を促す進路

学習3)の実践的試みから開始された.そして,地域

生活への移行を意識した個別移行支援計画4)及び地

域ネットワークづくりが試みられている.しかし,

このような新たな進路指導が構想 ･試行 o蓄積され

ている一方で,実習的活動を中心とする伝統的な進

路指導観を克服しきれない実践状況にある.転換期

は進路指導の歴史的展開のなかで,時代の前髪と後

髪が混在している時期である.このような時代状況

を克服し,新たな進路指導への転換を促す理論的な

方向づけが求められている.

本稿の目的は,新たな進路指導実践への転換を促

すために,進路指導実践の転換の方向と実践構造を

文献的な検討から明らかにすることである.そのた

めに,養護学校進路指導の実践的基盤の変化を整理

し,進路指導実践の転換構図を伝統的な進路指導と

新たな進路指導の対比的検討により,その実践的特

質を探りだしていく.

2,進路指導の実践的基盤の変化

養護学校進路指導の基本的性格は,社会の状況,
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表 1 養護学校進路指導実践の歴史的概略

区分 形成期 展開期Ⅰ 展開期Ⅱ 転換期

特徴 実習的活動中JL､の 教育拡大期の進路 高等部整備と職業 新たな進路指導の
職業指導 指導 教育 開拓

時期 1950年代 1960-1970年代 1980-1990年代前半 1990年代後半～

内容 実習的活動中JL､, 実習的活動中心, 実習的活動中心, 高等部整備.拡充

校外実習,学校工 職場実習,学習指 現場実習,高等部 実践的基盤の変化

場方式,中学校特 導要領,適応主義 整備,就職率低下 進路学習,個別移

殊学級,進路環境 批判,作業学習, 職業教育政策,宿 行支援計画,ネッ

社会資源 ･制度の整備等の影響をっよく受けること

である.例えば,バブル崩壊後の経済不況は,障害

者の就労 ･雇用に大きな影響を与え,高等部卒業者

の就職率低下の一因となっている.そして,養護学

校進路指導は,この10年余り以下に述べるような新

たな動向のもとにある.このような動向には,問題

の捉え方と問題解決の仕組みの転換が含まれており,

進路指導の実践的 ･理論的基盤の転換を促すもので

ある5).

1) 高等部の整備 ･拡充

養護学校義務化後,高等部の整備が課題とされて

きた.義務教育後である高等部は入学者選抜が実施

されてきたが,保護者の期待やニーズを背景に,各

自治体が高等部の整備に取り組んできた.高等部訪

問教育も本格実施 (2000年)され,多くの自治体で

高等部希望者全員入学が可能となった.また,高等

部の整備 ･拡充は,｢職業教育の充実｣という文脈

でも展開された.高等部単独校及び高等養護学校の

設置,職業学科の設置,教育課程の類型化によるコー

ス制の導入などである.

高等部の整備 ･拡充は,後期中等教育段階の教育

の場の限定もあり,多様な生徒の入学を促し,重度

化 ･多様化といわれる高等部生徒の実態を形成した.

このような実態は生徒の進路先にも反映し,重度生

徒の進路として,福祉的環境が整備されるなかで福

祉的進路率が増加し,経済的不況も絡んで就職率が

低下 していった (表 2).またなによりも,高等部

の整備 ･拡充は,障害のある生徒の社会参加の時期

(移行期)を高等部卒業時とする段階 ･時代に到達

させた.

2)自立観 ･障害観の転換

新たな自立観は支援を前提にした自立であり,本

人の自己決定や意思を尊重しようとする自立観であ
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表2 知的障害養護学校高等部卒業者の進路動向6)

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2002年
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*福祉進路率には,その他無業者等も含まれる

る.そして,権利論を基盤とする自立観である.そ

の日立像は強いられる自立ではなく,本人が獲得し

ていく自立である.必要な支援を受けられる環境が

整えば,障害があっても一人の市民として主体的に

社会参加し,自分の生活を築いていくことができる

とする考え方である.

自立観の転換は,ノーマライゼーション理念の進

展が促してきたものである.また,重度身体障害者

の自立生活運動にみられる自立観の影響も大きい.

特に,養護学校進路指導では,｢自己決定と本人参

加｣などのキーワードで新たな自立観が語られてき

た.そして,新たな自立観は,進路指導は進路選択

と社会参加する主体を育てる実践であるとの認識を

培ってきた.進路学習などに象徴される新たな進路

指導は,自立観の転換をっよく意識している.

このような自立観とも絡んで,障害の捉え方も大

きく転換 してきた.WHO (世界保健機関)の障害

の捉え方も国際障害分類 (1980)から国際生活機能

分類 (2001)へと改定された.これは,医療モデル

から人間と環境の相互作用モデルへの転換ともいわ

れる.個人の生活機能 (障害)の在り方を環境との

相互作用のもとで理解していく ｢障害の構造的理解｣

である7).このような捉え方は,自立観とも大きく

絡んでくる.つまり,環境調整により,障害者の社

会参加を促進するという捉え方につながっていく.
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3)就労 ･福祉環境の整備

就労 ･福祉環境の整備は,第-に地域で生きるこ

とを基本とする運動 ･実践 ･施策が,適所施設,小

規模作業所,グループホーム,家族支援などの整備

を促してきた.特に,重度生徒の進路先として,小

規模作業所や適所施設が地域格差を含みながらも多

様に整備されてきた.第二に,就労拡充施策の整備

である.障害者雇用率の改訂 (1.8%),特例子会社,

障害者就業 ･生活総合支援事業,就労 ･雇用支援セ

ンター,障害者雇用機会創出事業 (トライアル雇用),

福祉就労から一般就労への移行,就労支援ネットワー

ク,ジョブコーチなどが近年の動向である.特に,

ジョブコーチ支援事業が地域障害者職業センター等

のもとで本格実施 (2002年)されている.

就労 ･福祉環境の整備は,地域で暮らし｡働くこ

と及び就労支援と生活支援を一体的に提供すること

などを基本的方向とするものである.このような就

労 ･福祉環境の整備は,地域格差もいまだ大きいが,

生徒が進路選択できる現実的な環境を構築しっつあ

り,生徒の ｢地域生活への移行｣を支援する環境整

備が課題化されている.

4)新たな職域開拓と就労像の転換

知的障害者の伝統的な就労産業は,製造業が大き

な位置を占めてきた.これは単純作業の繰り返しが

適応しやすいと考えられてきたこと及び現実的にこ

の業界が障害者を多く受け入れてきたことによる.

このような就労産業 ･仕事内容は,進路指導の在り

方にも就労像として大きな影響を与えてきた.しか

し,日本の産業構造は産業の空洞化 ･高度化などか

ら大きく構造転換し,雇用形態も多様化している.

産業構造の変化から,都市部において従来とは異

なる産業 ･仕事に就労することが多くなっていった.

例えば,ファミリーレストランなどの外食産業であ

る.このような状況から進路指導関係者は,新たな

職域 ･業種の開拓に迫られてきた.高等部学習指導

要領にも ｢情報J｢流通 ･サービス｣などの選択教
科が新設された.また近年,知的障害者の新たな職

域の例として,喫茶接客 ･保育士補助 ･ホームヘル

パー･パソコン入力などが紹介されている8).

新たな職域の開拓は,地域の産業 ･仕事の見直し

を必要とし,地域の関係機関との新たな連携を求め

る.さらに,新たな職域の事例にみられるように,

伝統的な進路指導が実践的前提としてきた就労像の

転換が必要とされる状況にある.
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5)障害者福祉システムの転換

障害者福祉の仕組みは,措置制度から支援費 (契

約)制度に転換された (2003年).行政が決める福

祉から利用者が選ぶ福祉への転換である.同時に,

障害者ケアマネジメントも開始された.契約制度 ･

システムでは,選ぶ福祉として利用者の意思とその

表現が問われる.そして,地域生活への移行と支援

が課題化されている.また,知的障害者の当事者活

動が活発に展開され,支援費制度の学習会も企画し

ている.地域での生活の質を確保し,利用者として

の権利擁護の活動である.しかし,開始されたばか

りの支援費制度であるが,財政問題を背景に高齢者

の介護保険と統合する動きがある.

福祉システムの転換は,在学中から福祉サービス

を利用するなかで,利用できる福祉サービスと利用

の仕方を学ぶことを求めている.そして,福祉サー

ビスの利用は,相談や支援を媒介することになるの

で,在学中の ｢相談しながら問題解決する体験｣が

必要となってくる.福祉システムの転換は,生徒を

将来の福祉サービスの利用主体に位置づけることを

要請している.

6)特別支援教育への転換

特別支援教育への転換は,国際的動向を背景に,

文部科学省の① ｢21世紀の特殊教育の在り方｣報告

(2001年)と② ｢今後の特別支援教育の在り方｣報

告 (2003年)が提言している方向であり,障害児の

教育について新たな対象 ｡仕組みを提案している.

高等部及び進路指導の関連事項は,①で ｢乳幼児期

から学校卒業後まで一貫した相談支援体制の整備｣

｢後期中等教育機関-の受入の促進と障害のある者

の生涯学習の支援｣であり,②で東京都等で研究開

発されている ｢個別移行支援計画｣を含めて,多様

なニーズに対応する仕組みである ｢個別の教育支援

計画｣を策定するという内容である.

特別支援教育への転換は,福祉 ｡医療 ｡労働等の

関係機関と連携し,学校生活と地域生活全体を見通

した相談支援体制の構築と個別の教育支援計画の策

定を求めている.そして,進路指導の新たな実践的

枠組みに,移行期を支援するための新たな仕組みで

ある ｢個別移行支援計画｣の活用を位置づけた9).

3,進路指導実践の転換構図

1)実践転換の方向

進路指導の実践転換の方向を,｢発達の遅れと教
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表3 雑誌の特集にみる進路指導実践の変化

教師のための福祉 .就労-ン 新 .教師のための福祉 .労ハ 保存版進路 .卒業後のサボ-

ドブック (1989) ンドブック (1996) 卜ガイ ド (2003)
｢発達の遅れと教育｣別冊 (1989,7) ｢発達の遅れと教育｣別冊 (1996,9) ｢発達の遅れと教育｣No.547(2003,3)

1,よりよい社会参加を進めるための視点 1,よりよい社会参加を支援するための視 1,進路支援の在り方を求めて (論説)

精神遅滞者の社会参加とは,社会参加と 点 進路実態と要因,移行支援,職業教育の

法制,雇用と就労の概念,ノーマライゼ- 社会参加を進める理念,自己決定と本人 充実,進路学習の開発,個別移行支援計画

シヨン,QOL,アドヴオカシー,キャリア 参加,障害者の権利と支援,雇用と就労の 2,主体的な進路選択のために---進路学

教育とガイダンス 概念,地域生活と生涯にわたる支援,職業 習の開発

2,進路指導と卒業後指導 教育とキャリア教育 小 .中学校段階の進路支援と進路学習,

進路指導と卒業後指導の意義,中学校特 2,進路指導の意義と指導計画. 高等部の進路学習の位置づけ,進路学習の

殊学級の進路指導,養護学校中学部の進路 進路指導の意義,小学校特殊学級 .養護 実際,進路支援と保護者 .関係機関との連

指導,養護学校高等部の進路指導,進路懇 学校小学郡の進路指導,養護学校中学部の 樵

談会の聞き方,進路相談の進め方,個人別 進路指導,中学校特殊学級の進路指導,義 3,個別移行支援計画の作成と実施

資料の作成と活用,職業能力 .適性の評価, 護学校高等部の進路指導,職業能力 .適性 個別の指導計画との関係,個別移行支援

進路情報の収集 .保管 .活用,職場実習の の評価,個人資料の作成と活用,個別の進 計画の作成,移行期と移行後の計画と展開

ねらいと指導計画,職場開拓の方法,実習 路指導計画,進路情報の収集と活用 4,就労を目指す現場実習と職場開拓

先 リストの作成と活用,実習と報酬,実習 3,進路指導の実際 現場実習の計画と展開,実習先の開拓 .

先の選び方と手続き,実習の事前事後指導, 進路相談の進め方,進路選択の支援,保 選定 .手続き,実習評価の生かし方,新し

実習における巡回指導,校内実習の進め方, 護者との面談,進路懇談会の聞き方,職場 い職域の開拓 (喫茶接客 .保育士補助 .ホ-

実習の評価,家庭の協力,実習中の事故の 説明会 .職場見学会,福祉施設説明会 .施 ムヘルパー.パソコン入力)

予防と対処,就職先決までの手順,福祉事 設見学会,関係諸機関との連携 5,卒業後支援の在り方と実際

務所との連携,公共職業安定所 .職業セン 4,進路学習の指導計画 卒業後支援と地域ネットワークづくり,

夕-との連携,卒業後指導の計画,同窓会 . 進路学習とは,主体的な進路選択と進路 職場定着への支援,障害基礎年金の支給

卒業生親の会等の組織作り,地域における 学習,進路学習の指導計画,進路学習の展 6,就労を進めるための基礎知識

進路指導 .卒業後指導の組織作り 開 雇用促進に関する制度の体系,公共職業

3,施設利用の基礎知識 5,現場実習の進め方と進路先の決定 安定所の役割と利用,雇用促進に関する各

福祉サービスの窓口,療育手帳の交付, 現場実習とは,現場実習の指導計画,職 種助成制度,障害者職業センターの役割と

福祉施設の体系,施設入所のケース,居住 場開拓の方法,実習先 リストの作成と活用, 利用

施設の種類と役割,適所施設の種類と役割, 実習先の選び方,実習の事前 .事後指導, 7,コラム

作業所の種類と役割,適所施設入所手続き, 実習期間中の指導,校内作業週間,実習の これからの進路指導の在り方,アメリカ

通勤寮の役割と利用,施設作り 評価,家庭の協力,実習中の事故の予防と 合衆国のⅠTP (個別移行計画) と比較 し

4,就労を進めるための基礎知識 対処,実習と報酬,進路先決定までの手順, て,各地での就業支援センターの設置の動

就労援助の窓口,障害者職業訓練校の利 労働条件の決め方 向

用,能力開発センターの利用,職業準備訓 6,卒業後指導の意義と指導計画の立て方

練の利用,各種学校や専修学校の利用,雇 卒業後指導とは,組織作り,同窓会 .ク *本号は ｢就労を目指し支える｣と副題の

用促進助成金制度,職場適応訓練制度の利 ラス会,卒業生親の会,卒業後の職場訪問, ついた特集である○

用,雇用の形態と労働条件,労働条件の決 就職当初の問題と対処,事故や トラブルへ

め方,事業所受入の実際,就職当初の問題 の対処,離職への対応,地域ネットワーク

と対処,職場定着の条件,卒業後の職場訪 作り,雇用主会組織作り ≡※各種学校や専修学校,多数雇用事業所,

問,就職後の事故 .トラブルへの対処,離 7,福祉施設の利用に関する基礎知識 r福祉工場,職場づくり,職場定着,福利厚

職-の対応,雇用主会の組織作り,多数雇 福祉施設体系,福祉事務所,更生相談所,≡生活動,各種保険制度

用事業所の受入,障害者の店,自治体委託 児童相談所,保健所,児童福祉施設,居住 ≒9,地域生活に関する施策の活用

事業 施設,通所施設,小規模作業所,通勤寮, 地域生活の施策,経済保障,交通機関の

5,家庭 .地域生活に関わる施策の活用 療育手帳,施設の作り方 割引,地域療育拠点施設,地域障害者セン

年金 .手当,運賃割引 .税の減免,医療 8,就労を進めるための基礎知識 夕-,ホ-ムヘルプサービス,ショートス

費補助,グループホーム,里親と職親,地 雇用促進の制度,公共職業安定所,助成 ≧ティ,生活支援事業,グループホーム,悼

域センター,ショートステイ,ホ-ムヘル 金制度,職業適応訓練,雇用の形態と労働 ≡と結婚の相談,生涯学習機関,文化 .スポ-

パ-,学童保育,性と結婚,青年学級,ス 条件,最低賃金制度,職業センタ-,職業 :Iツ活動,人権擁護機関,高齢化対応,旅行
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育｣誌 (月刊)10) の特集内容の変化から探っていく.

表3の3つの時期の特集は,89年版は1980年代の伝

統的な進路指導の実践の蓄積が反映されている,96

年版は新たな考え方や実践が一部取り入れられてい

る,03年版は新たな進路指導の考え方や実践もとで

編集されていると概括 ･位置づけできる.

進路指導の基本的考え方は,89年版にも時代のキー

ワードが ｢視点｣として取り上げられたが,96年版

は新たな自立観である ｢自己決定と本人参加｣が重

要な位置を占め,アメリカ合衆国で制度化された

｢移行サービス｣(キャリア教育)が紹介された.さ

らに,03年版では,進路指導に代わる用語として,

生徒主体の意味を含む ｢進路支援｣が使用されてい

る.また,｢主体的な進路選択｣を促す ｢進路学習｣

と ｢移行期｣を支援する ｢個別移行支援計画｣が基

本的考え方になっている.

進路指導の実践内容は,89年版は伝統的な実習を

中心とする編集である.96年版は進路学習が初めて

特設された.03年版は進路学習と個別移行支援計画

の実践を中心に編集された.そして,89年版と96年

版でも基本的考え方の ｢視点｣は,新たな時代 ･進

路指導が意識されているが,実践内容は必ずしもそ

れに伴っていなかった.03年版になると,基本的考

え方と実践内容が一致してくる.

｢発達の遅れと教育｣誌の90年代半ば以後の進路

指導関連の特集名は,｢自己決定と本人参加｣(94),

｢社会参加をめざした進路決定｣(95),｢青年期は青

年らしく｣(96),｢進路指導と移行サービス｣(97),

｢働く生活への参加と支援｣(98),｢これからの進路

支援｣(99),｢積み上げる進路学習｣(00),｢学校生

活から社会生活への移行支援｣(01)などである.

このような特集名からも,進路指導の基本的考え方

と実践内容の変化を読み取ることができる.このよ

うな変化から実践転換の方向を概括すれば,90年代

後半以後 ｢伝統的な進路指導｣から ｢新たな進路指

導｣へと転換しっっある.以下に,その実践的特質

等を比較検討する.

2)伝統的な進路指導の実践

表4は,89年版特集に掲載された高等部進路指導

の年間計画例である11).この年間計画は,現場実習 ･

関係機関との連携 ･保護者との連携から構成されて

いるが,その中核は現場実習である.1980年代の伝

統的な進路指導の実践的モデルと考えられるこの年

間計画は,現場実習 (産業現場等における実習)と

第26号 2004年

いう ｢実習的活動中心｣の進路指導である.つまり,

関係機関や保護者と連携しながら,現場実習を展開

するなかで生徒の進路を決めていく進路指導である.

ここでの現場実習は,働く力 o職場に適応する力を

培う機会であり,進路決定の機会となっている.莱

習の事前学習が設けられているが,その学習内容は

実習先での対応などの限られた内容であり,進路学

習的展開には至っていない.進路相談は保護者との

相談が中心で,生徒は形式的に参加することが多い.

この実践例の何よりの特徴は,進路担当者の活動が

計画の中心であり,生徒主体の年間計画ではないこ

とである.

伝統的な進路指導の実践的特徴は,①実習的活動

中心の実践であること,②個人の適応能力を重視 ･

開発すること,③実習的時間を多く確保して適応行

動 ｡スキルの形成を促すこと,④生徒が進路選択す

る主体であるとの認識が弱いことなどである.故に,

現場実習が中核的な位置を占めるのである (図2参

照).これは ｢個人｣に重点をおき,｢能力開発と適

応｣に焦点化された実践と概括できよう.この実践

を規定してきた背景には,進路先確保の困難さや進

路環境の不十分さがある.故に,進路担当者の役割

は,生徒の進路先確保の活動が中心を占めてきた.

しかし,より根本的問題は時代の実践的基盤や障害

観等にも規定されて,生徒が進路選択と社会参加の

主体であるとの認識が弱かったことであろう.

3)新たな進路指導の実践

表5は,近年の高等部進路指導の年間計画例であ

る12).新たな進路指導の実践的モデルと考えられる

この年間計画は,進路学習 o現場実習 ｡進路相談か

ら構成されている.そして,この年間計画は進路選

択 ･決定の過程を組織する計画なので,3年間の系

統的な計画となっている.また,この年間計画例は,

社会参加を支援する仕組みとして,個別移行支援計

画の活用と地域ネットワークによる支援を想定 して

いる (図2参照).この実践例の何よりの特徴は,

生徒主体の構成と計画であることである.この点が,

伝統的な進路指導の年間計画との基本的な違いであ

る..生徒を進路選択と社会参加の主体と位置づけ,

その主体形成と進路選択を学習的 ｡体験的 ･相談的

に組織 し,3年間の計画的な展開としている.つま

り.. ①進路学習では進路関連事項を計画的に学習し,

社会的認識や自己認識を培う,(診現場実習では段階

的に進路体験を拡大し,選択の経験的基盤を培う,
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表4 進路指導の年間計画例 (1989)

月 現場実習関係 関係機関との連携 保護者との連携

4 職場開拓 福祉事務所訪問 進路希望調査 (1.2年)家庭訪問

J 職業安定所訪問

J現場実習依頼 年間計画提出

5 実習事前学習 実習先一覧表提出 実習説明会 (2.3年)実習先見学会現場実習 (2.3年)1実習先見学 (1年) 就職担当者会議

6 実習報告会 福祉事務所との懇談会 実習反省会 (2.3年)
企業主懇談会 職業相談会 進路相談会

7 職場開拓 関係役所との懇談会 実習説明会 (2年)J現場実習依頼 実習先一覧表の提出 福祉施策につ いての要 請

現場実習 (3年の一部) 地域作業所見学 行動

8 I 地域作業所見学 施設見学会

9 職場開拓 職業安定所訪問 個別面談適所施設訪問 適所施設説明会

10 J現場実習依頼 関係役所訪問 適所施設見学会実習事前学習 職業安定所訪問

ll 現場実習 (2.3年) 福祉事務所訪問 実習説明会 (2.3年)
l中間登校日指導 実習先一覧表提出

12 実習報告会 求職票提出 実習反省会 (2.3年)
職業評価 (2年対象) 個別面談 (3年)

1 現場実習依頼 関係機関との懇談会 施設入所申し込み説明会
現場実習 (3年の一部) 実習先一覧表提出 (3年)

2 1実習報告会 職業安定所訪問 個別面談雇用条件の話し合い 進路先諸手続き

3 現場実習先お礼 適所施設入所決定 進路希望調査 (2年)
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表5 進路指導の年間計画例 (2002)

学年 進 路 学 習 現 場 実 習 進 路 相 談

1年 ○仕事調べ 〇校内実習中心の時期 <生徒>○進路相談3月 <保護者>

･家族の仕事 <校内実習①>2学期 .2週間 ･保護者会

･身近な人の仕事 ･働く意欲の喚起 4,6,7,

･私の地域の作業所 ･座り仕事中心 9,10,12,

○働く意義･働くということ･職場見学について○進路選択の手lTrB･先輩の実習先･私の実習希望･進路相談について ･生徒の実態把握 2,3,･進路実習懇談会･進路相談

2年 ○関係機関の利用 ○経験を広げる時期 ○進路相談 ･保護者会

･仕事をさがしたいとき <校内実習> 1学期 .2週間 4,6,7

(公共職業安定所) 作業種の選択 9,10,12

職場見学について ･立ち仕事中心 2,3

○進路先の情報･いろいろな仕事会社と作業所 ･個別の課題にそった目標<現場実習(∋>2学期 .2週間 7月○進路相談 ･進路相談･進路実習懇 談会･職業相談

○自己理解 ･働く力を育てる 11月

･私のプロフィール ･実習先の選択 ･職業相談

･今,できること,できないこと･自分の意見をいおう ･社会的認識,自己理解 (職業センタ-)

3年 ○卒業後の生活の場 ○進路選択 .決定の時期 ○進路相談 ･保護者会

･いろいろな生活の場 <現場実習②> 1学期 .3週間 4月 ･進路相談･進路相談

(施設.通勤寮.生活寮) ･働く力を育てる ○進路相談

○制度とサービス ･進路選択 (考える) 7月

療育手帳 ･生活力を育てる ･求職登録 o求職登録o進路相談

･年金と手当 <現場実習③>2学期 .3週間 (職業安定所)

○生活の質を高める ･働く力を育てる ○進路相談

･仕事と余暇 ･進路選択 (決める) 11月 ･進路実習

･ゆたかな暮らし ･生活力を育てる 懇談会

･私の将来 <追加実習>3学期 .2週間
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進路学習

進路相談

現場実習

(卒業)

1一社会参加

Iネットワーク支援
<個別移行支援計画(1)-- --･･---･将来設計>一一<個別移行支援計画(2)>

1 1 1 I
--････････････<地域ネットワーク:生活支援 ･就労支援 ･余暇支援等>--･･･-････-

図1 進路選択 ･決定の過程と支援のモデル

③進路相談では選択主体として学習や体験を基礎に

実習先及び進路先を選択することである.

新たな進路指導の実践的特徴は,(丑移行期の地域

生活への移行を支援すること,②進路学習等による

生徒の主体形成をはかること,③地域生活への移行

を個別移行支援計画の活用により支援すること,④

関係機関が地域ネットワークを組織し,支援するこ

となどにある.これは ｢個人と環境｣に重点をおき,

｢主体形成と環境整備｣に焦点化された実践と概括

できよう.新たな進路指導の構成と過程は,図1の

ような実践構造として表現することができる.この

ような実践的プロセスのもとで,生徒主体の進路選

択 ･決定及び社会参加が実現できると構想されてい

る.ここでは生徒の ｢主体形成｣過程とともに,社

会参加を支援する仕組み (環境整備)である個別移

行支援計画とネットワーク支援が位置づけられてい

る.ここには,社会参加は主体形成 (個人)と環境

整備 (環境)の相互作用の在り方に規定されるとい

う捉え方がある.

また,新たな進路指導は,｢移行期｣を支援する

｢移行支援｣と規定することができる.移行期には,

｢学校から社会へ ･子どもから大人へ｣の二重の意

味が含まれている.｢学校から社会へ｣の移行 (礼

会的移行)は,狭義の進路指導,すなわち進路先の

確保 (移行)に止まらず,｢地域生活への移行｣を

含むものである.故に ｢移行支援｣は,従来の進路

指導や近年使用されている ｢進路支援｣より広い視

野から支援を捉えている.｢地域生活への移行｣を

視野に入れた捉え方は,個別移行支援計画の支援領

域設定 (家庭生活,進路先の生活,余暇 ･地域生活,

医療 ･健康)などにも反映している.また,｢子ど

もから大人へ｣の移行 (発達的移行)は,｢青年期

30

の発達｣を視野に入れ,主体形成を促すことである.

進路選択と社会参加の過程は青年期の発達に必要か

つふさわしい活動であり,青年期の発達的蓄積は社

会参加における主体性発揮の発達的基盤となること

が期待される.新たな進路指導 ･移行支援は,この

ような ｢移行期認識｣のもとで構想され,社会的移

行と発達的移行を統合的に実現しようとする.なお,

移行期の時期設定は,高等部入学時から卒業後3年

の期間が現状では目安になるだろう.

4)実践転換の構図

養護学校進路指導は,｢伝統的な進路指導｣から

｢新たな進路指導｣へ転換しっっある.それは,覗

場実習に象徴される実習的活動を中心とする ｢能力

開発と適応｣の実践から進路学習 ･個別移行支援計

画 ･ネットワークなどのキーワードに象徴される

｢主体形成と環境整備｣の実践への転換である.こ

のような実践転換は,表6と図2のように表現する

ことができる.表6は,実践転換を対比的に検討す

るべく整理した表である.前述のように,伝統的な

進路指導と新たな進路指導は,その特質 ･観点 ･内

容を著しく異にする.伝統的な進路指導の課題性及

び新たな進路指導の実践的方向や要点を理解してい

くことが,今後の進路指導の新たな展開において必

要となる.図2は,伝統的な進路指導の実践モデル

から新たな進路指導の実践モデル-の転換を図式的

に表現したものである13).図2にみられるように,

養護学校進路指導の実践は,その転換の背景と要因

を時代的ファクターとして転換しっっある.

このような実践転換の背景と要因を探れば,実践

転換の背景は,養護学校進路指導の ｢実践的基盤の

変化｣である.多様な実践的基盤の変化 (転換の客

観的条件)が,新たな進路指導の展開を促してきた.
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表6 伝統的な進路指導と新たな進路指導

区分 伝統的進路指導 新たな進路指導

特質 能力開発と適応 主体形成と環境整備

観点 個人 個人と環境

内容 実習的活動 (現場実習)中心の実践 移行期の地域生活への移行を支援
個人の適応能力の重視.開発 進路学習等による生徒の主体形成

実習的時間の確保と適応行動の形成 個別移行支援計画の活用による支援

社会参加

†

<転換の背景と要因:>

･背景 (実践的基盤の変化)

(伝統的な進路指導) ･要因 (新たな実践の開拓)

(新たな進路指導)

図2 進路指導実践の転換構図

次に,実践転換の要因は,実践的基盤の変化を意識

した関係者による ｢新たな実践の開拓｣(転換の主

体的条件)である.まず,進路学習の実践的試みが

1990年頃から開始された.その蓄積や問題意識のも

とで,アメリカ合衆国のITP (個別移行計画)の

制度化14)･地域生活支援の福祉実践 ･就労支援の実

践等に学びながら,個別移行支援計画の開発やネッ

トワーク支援が実践的課題とされてきた.

4,結語

新たな進路指導15)は,｢個人と環境｣に重点をお

き,｢主体形成と環境整備｣に焦点化 した実践であ

る.しかし,転換期の養護学校進路指導の現状は,

伝統的な進路指導観のまま進路学習や個別移行支援

計画を表面的に取り入れている実践状況が多い.本

稿で ｢転換しつつある｣と限定的に表現してきたの

は,このような ｢実践的矛盾｣を含んだ実践が多い

ことを意味している.進路学習や個別移行支援計画

に関する全国調査の結果16)も,そのことを指摘して

いる.故に,このような実践的矛盾を克服 し,新た

第26号 2004年

な進路指導へ転換していく方略が問われている.

方略の第一は,本稿で試みたような理論的整理 ･

検討である.実践的矛盾をきたしたひとっ原因は,

新たな進路指導の理論的検討及び表現の弱さにある.

新たな進路指導は,本稿で検討 ｡紹介してきたよう

に新たな基盤 ･発想のもとにある.しかし,多くの

場合,進路学習や個別移行支援計画という実践的様

式ばかりが普及し,その基本的な考え方は十分に理

解されてこなかった.今後,①養護学校進路指導の

歴史的な検討から,歴史的蓄積と課題及び転換の方

向を明確にすること,②新たな進路指導の教育論と

しての吟味により,確かな実践論を構築することな

どが当面の課題となる.

方略の第二は,進路学習や個別移行支援計画の理

解促進方策である.実践的矛盾をきたしたひとっの

原因は,用語がひとり歩きし,理解の不十分さや誤

解をもたらしていることである.また,関係者が共

通理解 ･役割分担 していくツールである個別移行支

援計画をめぐり,教師間 ｡保護者 ｡関係機関との共

通理解が課題とされている.進路学習や個別移行支
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援計画を適切に理解 (関係者の共通理解を含む)し,

実践していくには,問題意識をもっ関係者に新たな

進路指導の適切な情報提供をすることが必要となる.

例えば,障害者ケアマネジメントの開発では,その

要点を整理したガイドラインが作成 ･普及している

ことなども参考となるだろう.
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Summary

Themethodofcareerguidanceforhandicapped

studentshasrecentlybeenundergoingsubstantial

changesinvariousways.Suchchangeswouldbest

becharacterizedbyasetofwordsthatarecur-

rentlybeingusedinthefield,including'career

learning,Hindividualizedguidance,Hnetworking

theguidancesystem,一andsoforth.Thesechanges

mayalsoreflectmajorshiftsintheoriesunderly-

ingpractice.Itseemsasiftheguidanceinthefield

wereataturningpointinhistory.Inordertoas-

sisthandicappedstudentsinabetterwayastothe

coursethattheywouldtakeaftercompletinga

formaleducation,variousattemptshavealready

beenmadebyvariousparties,whichinturnhave

beenprovidingalargeamountofusefulinforma-

tion.玩 ordertorendersuchsetsofinformation

usableforactualcareerguidance,thepresentpa-

persummarizesarecentdevelopmentinthefield

byreferringtoanumberofrelatedpublications.
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TurninngPoint
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